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（百万円未満切捨て） 

１. 20 年 3月期の連結業績（平成 19 年 4 月 1日～平成 20 年 3月 31 日） 
(1)連結経営成績                  （％表示は対前期増減率） 
 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円    ％ 百万円     ％ 百万円     ％ 

20年 3月期 
19年 3月期 

148,779  △9.5 
164,385     13.9 

18,971   △7.5
20,506   23.9

    18,178   △7.8 
19,721   26.4 

百万円    ％

13,910     28.5
10,828   3.3

 
 
 １株当たり 

当期純利益 
潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益
自己資本 

当期純利益率 
総資産 

経常利益率 
売上高 

営業利益率 
 
20年 3月期 
19年 3月期 

円 銭 

86.79 
65.80 

円 銭

－

－

％

20.2
16.9

％ 

10.5 
10.9 

％

12.8
12.5

(参考)持分法投資損益  20 年 3 月期  40 百万円  19 年 3 月期   -   百万円 

   
 
(2)連結財政状態 
 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

20年 3月期 
19年 3月期 

        157,998 
188,046 

         70,003
71,028

         44.3 
36.1 

       445.74
414.07

 (参考) 自己資本   20 年 3 月期 70,003百万円  19年 3月期 67,933百万円 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 
 営 業 活 動 に よ る          

キャッシュ・フロー 
投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円

20年 3月期 
19年 3月期 

        7,445 
10,621 

         4,465
△5,076

         △10,558 
△9,084 

      34,583
36,027

 
 
２．配当の状況 
 1 株当たり配当金 

（基準日） 中間期末 
（第２四半期末） 

期末 年間 
配当金総額
（年間） 

配当性向 
（連結） 

純資産配当率
（連結） 

 
19 年 3 月期 
20 年 3 月期 

円 銭 

6.00 
6.00 

円 銭

6.00
9.00

円 銭

12.00
15.00

百万円

1,968
2,355

％ 

18.2 
17.3 

％

3.1
3.5

21 年 3 月期 
（予想） 

6.00 6.00 12.00  18.3  

（注）20 年 3 月期期末配当金の内訳：普通配当 6円、記念配当 3円 
 
 
３．21 年 3月期の連結業績予想（平成 20 年 4月 1日～平成 21 年 3 月 31 日） 
                       （％表示は、通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率） 
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり 

当期純利益 
 百万円   ％ 百万円 ％ 百万円    ％ 百万円     ％ 円 銭

第２四半期連結累計期間 

通      期 
77,000  4.0 
160,000 7.5 

9,300 △2.1
19,500   2.8

8,800 △8.6
18,800  3.4

4,800 △18.2 
10,500 △24.5 

29.95
65.51
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４．その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 有 
  〔新規－社（社名－） 除外１社（社名 株式会社ニューフレアテクノロジー） 〕 

(注)詳細は、８ページ「企業集団の状況」をご覧ください。 
 
(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項の変更に記載されるもの） 
① 会計基準等の改正に伴う変更  有 
② ①以外の変更   有 
(注)詳細は、16 及び 17 ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の（会計方針の

変更）ならびに 18 ページ「表示方法の変更」をご覧ください。 
 

(3) 発行済株式数（普通株式） 
①期末発行済株式数（自己株式を含む）20 年 3 月期 166,885,530 株 19 年 3月期 166,885,530 株 

①期②期末自己株式数                    20 年 3月期   9,836,006 株  19 年 3 月期   2,824,714 株 
末 9(注)1 株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、27 ページ（１株当たり 

情報）をご覧ください。 
 
 
(参考)個別業績の概要 
 
１.20 年 3 月期の個別業績(平成 19 年 4月 1日～平成 20 年 3月 31 日) 
 
(1)個別経営成績                      （％表示は対前期増減率） 
 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 

  百万円   ％ 百万円    ％ 百万円   ％ 百万円   ％

20年 3月期 
19年 3月期 

101,083   1.2 
99,909    14.0 

  8,608  △12.7
9,865   22.9

    11,937   △0.1 
11,954    51.6 

11,818    52.8
7,735    22.4

 
 １株当たり 

当期純利益 
潜在株式調整後 

1 株当たり当期純利益 
 
20年 3月期 
19年 3月期 

円 銭 

73.74 
47.01 

円 銭

-
-

 
(2)個別財政状態 

 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭

20 年 3 月期 
19 年 3 月期 

129,289 
133,368 

57,926
57,887

44.8 
43.4 

368.84
352.84

(参考)自己資本    20 年 3 月期 57,926 百万円   19 年 3 月期 57,887 百万円 
 
２．21 年 3月期の個別業績予想（平成 20 年 4月 1日～平成 21 年 3 月 31 日） 
 
                         （％表示は、通期は対前期、第２四半期累計期間は対前年同四半期増減率） 
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり 

当期純利益 
 百万円    ％ 百万円  ％ 百万円      ％ 百万円     ％ 円 銭

第２四半期累計期間 

通      期 
46,000 △8.4 
96,000 △5.0 

3,300 △32.9
7,000 △18.7

4,900 △34.5
9,800 △17.9

3,200 △42.4 
6,500 △45.0 

19.96
40.55
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※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 
（１）19 年 3 月期まで連結子会社であった株式会社ニューフレアテクノロジーは、20 年 3 月期より

持分法適用関連会社に変更となり、連結対象から除外されております。 
 

（２）平成 20 年 4 月 1 日付で油圧機器事業部を分社したことに伴い、21 年 3 月期の個別業績予想に
は同事業の数値を含んでおりません。 

  
（３）上記の予想は、本資料の作成時点においての経済環境や入手可能な情報に基づいて作成した 

ものであり、実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
 
（４）業績予想の前提となる仮定等につきましては 4ページをご参照ください。 

 



 

 

１．経営成績 

 

（１）経営成績に関する分析 

①当期の概況 

 当期の国内経済は、前半には企業収益の改善による高水準な民間設備投資や底堅い輸出に支えら

れ、緩やかな拡大を続けましたが、後半には原油・原材料価格の高騰や円高、サブプライムローン

問題を背景とした米国経済の後退懸念などにより、不安定な状況下で推移いたしました。 

一方、海外に目を向けますと、中国や他のアジア諸国は高成長を持続いたしました。欧州経済も、

概ね堅調に推移いたしましたが、米国経済は、サブプライムローン問題などの影響を受け、成長の

ペースが鈍化いたしました。 

機械業界におきましては、一部に力強さに欠ける業種も見受けられましたが、設備投資や輸出の

貢献により、全体としては底堅い動きで推移いたしました。 

 このような状況のもとで、当社グループは、ＣＳ（顧客満足）を基盤として、国内外市場での受

注確保、新商品の開発、市場の開拓等に全力をあげて取り組みました。 

この結果、当期の連結受注高は、半導体装置事業の連結子会社であった株式会社ニューフレアテ

クノロジーが、持分法適用関連会社へ変更となり連結対象から除外された影響を受け、前期を

15.9％下回る 1,556 億 3 千 1 百万円となりました。前期の受注高から株式会社ニューフレアテクノ

ロジーの受注高を除きますと 1,572 億 7 百万円であり、好調な工作機械、油圧機器などは増加いた

しましたが、成形機部門で一部の業界に設備投資の停滞が見られ、僅かながら減少となりました。 

また、連結売上高も、受注と同様の影響を受け、前期を 9.5％下回る 1,487 億 7 千 9 百万円とな

りましたが、ダイカストマシン、押出成形機、工作機械、油圧機器などが増加いたしましたので、

前期の売上高から株式会社ニューフレアテクノロジーの売上高を除いた1,413億 2千 3百万円と比

較して、5.3％増加いたしました。 

以上の結果、当期末の連結受注残高は、受注・売上と同様の影響を受け、前期末に比べ 6.1％減

の 790 億 2 千 5百万円となりましたが、工作機械及びその他部門が増加いたしましたので、前期末

の受注残高から株式会社ニューフレアテクノロジーの受注残高を除いた721億 7千 2百万円と比較

して、9.5％の増加となりました。 

 連結損益につきましては、各種成形機、工作機械などの貢献とともに、経営全般にわたる合理化

努力をいたしました結果、営業利益は 189 億 7 千 1百万円となり、前期の営業利益から株式会社ニ

ューフレアテクノロジーの営業利益を除いた 179 億 9 千 3 百万円と比較して、5.4％の増益となり

ました。また、経常利益は、181 億 7 千 8百万円を計上いたしました。当期純利益は、通常の営業

活動による利益に加え保有株式売却に伴う特別利益の計上もあり、前期比 28.5％増の 139 億 1 千

万円を計上し、過去最高を更新いたしました。加えて、営業利益率、経常利益率、当期純利益率の

いずれも過去最高となりました。 

なお、当社は、昨年 6月から株式会社山城精機製作所と竪型射出成形機に関する販売提携を実施

してきましたが、12 月には、さらなる連携強化を図るため、同社に対し資本参加を行ないました。 
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また本年 2月には、最先端のプラスチック加工機械の開発ならびに顧客満足ソリューションを世

界的規模で強化する目的で、ドイツのクラウスマッファイ社とパートナーシップ契約を締結いたし

ました。 

さらに、本年 4月 1日付で、経営環境や市場動向の変化に迅速に対応するため、油圧機器事業部

を分社し、株式会社ハイエストコーポレーションを設立いたしました。 

 

②セグメント別の概況 

 セグメント別の状況ですが、成形機部門におきましては、押出成形機は国内外の光学用フィル

ム・シート製造業界および樹脂コンパウンド業界向け等に高水準で推移いたしましたが、射出成形

機等で国内向け需要の一部に停滞感が見られたため、受注高は前期比 7.6％減の 860 億 5 千 9百万

円にとどまりました。一方、売上高につきましては、ダイカストマシンや押出成形機が増加いたし

ましたので、前期比 2.5％増の 882 億 5 百万円となりました。 

 工作機械部門におきましては、横中ぐり盤、大型機等が産業機械、鉄鋼、造船業界向けなどに、

また門形機、立旋盤等が建設機械、エネルギー関連、航空機業界向けなどに好調であったため、受

注高は前期比 14.4％増の 454 億 1 千 4 百万円となりました。一方、売上高につきましても、受注

と同様の傾向を示し、前期比 18.7％増の 377 億 6 千 4百万円となりました。 

その他部門におきましては、油圧機器が、海外のインフラ整備用や資源開発（鉱山）用建設機械

向けに好調であったため、受注高は、前期比 7.5％増の 241 億 5 千 7 百万円となりました。一方、

売上高につきましても、受注と同様の傾向を示しましたので、前期比 5.3％増の 276 億 4 千 6百万

円となりました。 

 

③次期の見通し 

今後の国内景気見通しにつきましては、米国経済の減速や原油・原材料価格の高騰、ドル安・円

高など懸念される要因が多く、予断を許さない状況が続くものと予想されます。 
このような状況のもとで、当社グループは将来に向けさらなる成長を成し遂げるため、平成 20

年 4 月 1日から、完全リニューアルした中期経営計画をスタートし、その名称を、当社グループが

グローバルに多様化・応変しながら成長し続けることを意味する TM GrowVary Plan といたしま

した。 
その中で、「超精密から超大型まで」の「ものづくりＮｏ．１の生産手段」を、成長市場を牽引

するリーディングカンパニーに提供し、グローバル展開を強力に推し進めることにより、受注・売

上の確保と収益性の向上を図っていきます。また、営業戦略、生産戦略、技術戦略、人財戦略を推

進するとともに、ISO 9001・14001 をベースとした品質・環境管理の徹底等に注力し、会社の将

来を担う人材の育成ならびに法令遵守、社会貢献など企業の社会的責任活動にも積極的に取り組ん

でいきます。 
次期の業績見通しにつきましては、連結売上高 1,600 億円、営業利益 195 億円、経常利益 188 億

円、当期純利益 105 億円を予想しております。なお、通期見通しにあたっての為替レートは、1米

ドル＝100 円を前提としております。 
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（２）財政状態に関する分析 
①資産、負債及び純資産の状況 

 資産は、前期末に比べ 300 億 4 千 8百万円減少し、1,579 億 9 千 8 百万円となりました。これ

は、主に株式会社ニューフレアテクノロジーが連結子会社から持分法適用関連会社へ変更となっ

たことによります。減少の主な内訳は、受取手形及び売掛金が 114 億 1 千万円減少、たな卸資産

が 115 億 1 千万円減少しております。 

 負債も、同様の理由により前期末に比べ 290 億 2 千 3百万円減少し、879 億 9 千 4百万円とな

りました。減少の主な内訳は、支払手形及び買掛金が 116 億 4 百万円減少、借入金も、128 億 6

百万円減少しております。 

  純資産は、前期末に比べ 10 億 2 千 5 百万円減少し、700 億 3 百万円となりました。主な内訳

は、利益剰余金が 119 億 8 千 4 百万円増加しましたが、自己株式の取得により 63 億 2 千 6 百万

円減少、その他有価証券評価差額金が 35 億 4 千 1百万円減少ならびに少数株主持分 30 億 9 千 5

百万円が減少しております。この結果、当期末の自己資本比率は、44.3％となりました。 

 

②キャッシュ・フローの状況 

当期における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前当

期純利益 205 億 1 千 9百万円に加え、主に減価償却費、長期未払金の増加に伴うキャッシュ・フ

ローの増加を原資として、法人税等の支払、設備投資、自己株式の取得、配当金の支払等の実施、

また、株式会社ニューフレアテクノロジーが連結子会社から持分法適用関連会社へ変更となった

ことにより、当期末残高は、前期末に比べ 14 億 4 千 4 百万円減少し、345 億 8 千 3 百万円とな

りました。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動による資金は、74 億 4 千 5 百万円の増加となりました。これは、主に税金等調整前

当期純利益 205 億 1 千 9百万円、減価償却費 21 億 7 千万円、長期未払金の増加 20 億 9 百万円等

によるものでありますが、たな卸資産の増加14億 3百万円、仕入債務の減少21億 6千 1百万円、

法人税等の支払額 83 億 6 千 9百万円によりその一部が相殺されております。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  投資活動による資金は、44 億 6 千 5 百万円の増加となりました。これは主に関係会社株式の

売却による収入 50 億 1 百万円、投資有価証券の売却による収入 33 億 9 千 6百万円によるもので

ありますが、有形固定資産の取得による支出 29 億 9 千 1 百万円によりその一部が相殺されてお

ります。 
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（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動による資金は、105 億 5 千 8百万円の減少となりました。これは、主に自己株式取得

による支出 63 億 2 千 5百万円、配当金の支払額 19 億 2 千 6百万円、長期借入金の返済による支

出 11 億円によるものであります。 

 

③キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 17年3月期 18年3月期 19 年 3月期 20 年 3 月期

自己資本比率（％） 32.8 35.0 36.1 44.3

時価ベースの自己資本比率（％） 65.7 131.7 105.4 60.4

債務償還年数（年） 4.4 2.9 3.1 2.7

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 14.6 24.0 16.3 16.0
(注)１．各指標の算出方法は次のとおりであります。 

    ・自己資本比率：自己資本／総資産 

    ・時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

    ・債務償還年数：有利子負債／営業活動キャッシュ・フロー 

    ・インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業活動キャッシュ・フロー／利払い 

  ２．各指標はいずれも連結ベースの財務指数により計算しております。 

  ３．株式時価総額は以下の算定方法に基づいております。 

    株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式（自己株式控除後） 

  ４．営業活動キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュフローを 

使用しております。 

  ５．有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象とし 

ております。また、利払いにつきましては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用して 

おります。 

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

   当社は、収益性の向上に向けて経営体質の強化を図りながら、安定配当を維持し、業績に応

じた利益配分をしていくことを基本方針としています。また、内部留保資金につきましては、

財務体質の強化とともに、企業の継続的発展のため将来の事業展開等を戦略的に勘案し、生産

設備、技術開発、海外展開等に有効に投資していく予定であります。 

なお、当期につきましては、中間配当 6円を実施いたしましたが、期末配当は、1株につき

9 円（普通配当 6 円、創業 70 周年記念配当 3 円）とし、年間で 15 円（1 株につき 3 円増配）

の配当とさせていただきました。また、次期の 1株当たり配当金は、中間期末・期末とも 6円

とし、年間で 12 円の配当を予定しております。 

 

（４）事業等のリスク 

 ①経営成績の季節的変動について 

   当社グループは、扱い商品が生産財という事業の特性から、売上高、営業損益が期末に偏る

傾向があります。従って、売上高および利益の一部が翌期にずれ込んだ場合、当社グループの

業績に影響を与える可能性があります。 
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 ②競合等の影響について 

   当社グループは、射出成形機、工作機械などの生産財を製造・販売していますが、同業との

間に、品質、価格、サービス等において競合が生じています。今後、需要の低下または過剰供

給が生じ販売競争が激化した場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

 

③海外依存リスクについて 

   当社グループの海外売上高は全体の約半分を占めておりますので、世界各地域の政治、経済、

社会情勢の変化や各種規制、為替レートの変動、その他突発的な外部要因などが、業績に影響

を与える可能性があります。 

 

④金利変動リスクについて 

   当社グループは、事業資金の一部を金融機関から借入金として調達しております。当社グル

ープとしては、中期経営計画に則り、有利子負債の返済に努め自己資本の充実に注力する方針

でありますが、現行の金利水準が変動した場合には、当社グループの業績及び財務状況に影響

を及ぼす可能性があります。 

 

 ⑤退職給付債務について 

   当社グループの従業員退職給付費用及び債務は、割引率等数理計算上で設定される前提条件

や年金資産の期待運用収益率に基づき算出されています。実際の結果が前提条件と異なる場合、

または前提条件が変更された場合、その影響は累積され将来にわたって規則的に認識されるた

め、一般的には将来期間において認識される費用および計上される債務に影響を及ぼします。

割引率や運用利回りに変動が生じた場合、当社グループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能

性があります。 

 

 ⑥地震等による影響について 

   当社グループは、東海地震の発生が予想される静岡県などの地域に重要な製造拠点等を有し

ており、これらの地域において大地震等の自然災害が発生した場合、当社グループの生産、業

績および財政状態に重要な影響を与える可能性があります。 
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２．企業集団の状況 

 

当社グループは、当社、子会社 18 社（連結子会社 12 社、非連結子会社 6 社）、関連会社

3 社及びその他の関係会社 1 社で構成され、その主要な会社の取引関係を図示すると、次の

とおりとなります。 

 

 

 

 

 

国  内                          海  外 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
  
 
 

製品・部品

部  品 

製品・部品、

役務の提供 
等 

保守または 
役務の提供 
等 

製品・部品 

部   品 

部   品 

部   品 

製品・部品 

製品・部品

製造販売会社 

 

 

 

 

 

販売会社 

 

 

 

 

サービス会社 

 

 

 

その他会社 

 

 

[工作機械] 

東芝機械マシナリー（株） 

[工作機械、その他] 

（株）不二精機製造所 

[その他] 

東栄電機（株） 

[成形機、その他] 

芝浦システム（株） 

[成形機] 

東芝機械成形機ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株）

 

[その他] 

芝浦産業（株） 

東芝機械環境センター（株） 
 

国 内 ユ ー ザ ー 海 外 ユ ー ザ ー 

製造販売会社 

 

 

 

販売（サービス）会社 

[成形機、工作機械、その他] 

TOSHIBA MACHINE 

COMPANY, AMERICA 

 

SHANGHAI TOSHIBA 

MACHINE CO., LTD. 

 

[成形機、工作機械] 

TOSHIBA MACHINE 

SOUTH EAST ASIA PTE. LTD. 

 

[成形機] 

TOSHIBA MACHINE 

HONG KONG LTD. 

 
 
 

[成形機、その他] 

TOSHIBA MACHINE 

 (SHANGHAI) CO., LTD. 

 

東 

芝 

機 

械 

株 

式 

会 

社
（
製
造
・
販
売
）
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注）前期に掲載されていた半導体装置を製造販売する株式会社ニューフレアテクノロジーは、

当社の連結子会社から持分法適用関連会社に変更となり、連結対象から除外されました。 
 



 

 

３．経 営 方 針 

 

（１）会社の経営の基本方針 

 当社グループは、人間尊重を基本として、豊かな価値の創造により産業の基盤づくりに寄与し、

世界の人々の生活・文化の向上に貢献することをグループ経営理念としています。その下に、当社

グループが実際に事業活動を展開していくにあたって、法令を遵守し、社会規範・企業倫理に従っ

て行動するという観点から、経営理念を補完する企業の具体的「行動基準」を定め、当社グループ

共通の尺度として周知徹底を図っております。 

また、地球環境保全、社会貢献、人権尊重等について企業としての社会的責任を果たすとともに、

ＣＳ（顧客満足）を基盤として企業価値の最大化を図り、株主、顧客、取引先、社員、地域社会等

の全てのステークホルダーの期待に応えていきます。 

 

（２）目標とする経営指標 

 当社グループは、激動する市況と経営環境の中、新製品の投入と新規ビジネスの開拓等を推し進

めることで、2010 年度には連結売上高 2,000 億円、海外受注高比率 55％を達成することを目標に

掲げております。また、ＲＯＳ（売上高経常利益率）12％以上を確保しながら財務体質の一層の改

善を図り、安定配当を維持するとともに企業価値及び事業の質を向上させることを目指します。 

 

（３）中長期的な会社の経営戦略及び会社の対処すべき課題 

 当社は、「世界で一番の商品をつくる」－未来へ成長するために－をメインテーマとして、成長

戦略に軸足を移した東芝機械アクションプログラム G1500（TM-AP G1500）を策定

し、３年間推進してまいりましたが、本年 4 月から、完全リニューアルした中期経営計画である

TM GrowVary Plan を新しくスタートさせました。この中で、営業戦略、生産戦略、技術戦略、

人財戦略の基本４戦略を中心に、エネルギー、自動車、エレクトロニクス、光学、ナノテクノロジ

ー市場のリーディングカンパニーに、当社の「超精密から超大型まで」の「ものづくりＮｏ．１の

生産手段」を提供することにより、グローバル展開を強化していきます。 

 

（４）その他、会社の経営上重要な事項 

当社は、平成 20 年 4 月 1 日付で、油圧機器事業部門を会社分割（分社化）し、新設した当社の

100％子会社である株式会社ハイエストコーポレーションに承継させました。 

 

 

－９－

東芝機械(株)(6104)平成 20 年 3月期決算短信  
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４．連　結　財　務　諸　表　等

（１）連結貸借対照表
 （単位 ： 百万円）

前　　　期 当      期 前　　　期 当      期

（　資　産　の　部　） （　負　債　の　部　）

 流　　動　　資　　産 147,750 122,881 △ 24,869  流　　動　　負　　債 93,401 76,468 △ 16,933

現 金 及 び 預 金 36,027 17,083 △ 18,944 支払手形及び買掛金 49,479 37,875 △ 11,604

受取手形及び売掛金 65,327 53,917 △ 11,410 短 期 借 入 金 22,806 20,150 △ 2,656

有 価 証 券 － 17,500 17,500 未 払 法 人 税 等 5,403 5,824 421

た な 卸 資 産 41,648 30,138 △ 11,510 未 払 費 用 7,296 6,265 △ 1,031

繰 延 税 金 資 産 2,779 3,089 310 前 受 金 6,079 4,241 △ 1,838

その他の流動資産 2,415 1,530 △ 885 製 品 保 証 引 当金 112 86 △ 26

貸 倒 引 当 金 448 378 70 その他の流動負債 2,223 2,025 △ 198

 固　　定　　資　　産 40,295 35,116 △ 5,179  固　　定　　負　　債 23,616 11,526 △ 12,090

有 形 固 定 資 産 25,393 22,443 △ 2,950 長 期 借 入 金 10,150 － △ 10,150

建 物 及 び 構 築物 11,182 10,928 △ 254 長 期 未 払 金 － 2,009 2,009

機械装置及び運搬具 5,811 4,051 △ 1,760 繰 延 税 金 負 債 3,198 － △ 3,198

土 地 6,062 6,060 △ 2 退 職 給 付 引 当金 10,268 9,309 △ 959

建 設 仮 勘 定 1,285 605 △ 680 役員退職慰労引当金 － 207 207

その他の有形固定資産 1,052 798 △ 254 負　　 債　　 合　　 計 117,017 87,994 △ 29,023

無 形 固 定 資 産 824 619 △ 205

投資その他の資産 14,077 12,053 △ 2,024

投 資 有 価 証 券 12,051 9,101 △ 2,950  株　　主　　資　　本 61,909 67,567 5,658

出 資 金 56 56 － 資 本 金 12,484 12,484 －

長 期 貸 付 金 242 204 △ 38 資 本 剰 余 金 19,600 19,600 －

繰 延 税 金 資 産 612 2,124 1,512 利 益 剰 余 金 31,895 43,879 11,984

そ の 他 の 投 資 1,120 948 △ 172 自 己 株 式 2,071 8,397 △ 6,326

貸 倒 引 当 金 5 382 △ 377  評価 ・ 換算差額等 6,023 2,436 △ 3,587

その他有価証券評価差額金 6,010 2,469 △ 3,541

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 14 23 9

為替換算調整勘定 0 56 △ 56

 少 数 株 主 持 分 3,095 － △ 3,095

純　 資　 産　 合　 計 71,028 70,003 △ 1,025

188,046 157,998 △ 30,048 188,046 157,998 △ 30,048

(20.3.31現在)
対前期増減

負 債 ・ 純 資 産 合 計

(19.3.31現在)

資 産 合 計

科　　　　　　目 科　　　　　　目対前期増減
(19.3.31現在) (20.3.31現在)

（　純　資　産　の　部　）

△△

△

△ △

△

△△
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（２）連結損益計算書
　　（単位 ： 百万円）

前　　　　  　期 当　　　　  　期

(18.4.１～19.3.31) (19.4.１～20.3.31)

% % %

164,385 148,779 △ 15,606 △ 9.5

109,800 ( 66.8 ) 101,628 ( 68.3 ) △ 8,172 △ 7.4

売 上 総 利 益 54,584 47,151 △ 7,433 △ 13.6

34,077 28,180 △ 5,897 △ 17.3

営 業 利 益 20,506 ( 12.5 ) 18,971 ( 12.8 ) △ 1,535 △ 7.5

1,143 875 △ 268

受 取 利 息 及 び 配 当 金 227 347 120

そ の 他 の 営 業 外 収 益 916 527 △ 389

1,929 1,667 △ 262

支 払 利 息 513 333 △ 180

手 形 売 却 損 122 133 11

そ の 他 の 営 業 外 費 用 1,293 1,199 △ 94

経 常 利 益 19,721 ( 12.0 ) 18,178 ( 12.2 ) △ 1,543 △ 7.8

558 6,503 5,945

関 係 会 社 株 式 売 却 益 516 2,850 2,334

投 資 有 価 証 券 売 却 益 22 3,130 3,108

固 定 資 産 売 却 益 － 12 12

持 分 変 動 利 益 － 510 510

ゴ ル フ 会 員 権 売 却 益 19 － △ 19

530 4,162 3,632

固 定 資 産 処 分 損 198 291 93

過年度役員退職慰労引当金繰入額 － 163 163

退 職 金 制 度 変 更 損 失 － 3,707 3,707

減 損 損 失 32 － △ 32

移 設 工 事 負 担 金 300 － △ 300

税金等 調整 前当 期純 利益 19,749 ( 12.0 ) 20,519 ( 13.8 ) 770 3.9

8,801 9,570 769

△ 364 △ 2,961 △ 2,597

483 － △ 483

当 期 純 利 益 10,828 ( 6.6 ) 13,910 ( 9.3 ) 3,082 28.5

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

営 業 外 費 用

特 別 利 益

特 別 損 失

法人税、住民税及び事業税

科　　　　　　　　目 対 前 期 増 減

売 上 高

売 上 原 価

－ １１ －
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（３）連結株主資本等変動計算書

　　前　　期　（18.４.１ ～ 19.３.31） 　　（単位 ： 百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高 12,484 19,538 23,422 △ 693 54,752

剰余金の配当　（注）１ △ 2,305 △ 2,305

役員賞与の支給　（注）２ △ 50 △ 50

当期純利益 10,828 10,828

自己株式の取得 △ 1,474 △ 1,474

自己株式の処分 62 95 158

－ 62 8,472 △ 1,378 7,156

平成19年３月31日　残高 12,484 19,600 31,895 △ 2,071 61,909

　　（単位 ： 百万円）

評価・換算差額等

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日　残高 5,753 － △ 158 5,594 2,362 62,709

剰余金の配当　（注）１ △ 2,305

役員賞与の支給　（注）２ △ 50

当期純利益 10,828

自己株式の取得 △ 1,474

自己株式の処分 158

257 14 157 429 733 1,162

257 14 157 429 733 8,319

平成19年３月31日　残高 6,010 14 △ 0 6,023 3,095 71,028

（注）１．平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目及び平成18年10月開催の取締役会決議における剰余金の配当であります。

（注）２．平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

当期変動額

株主資本以外の項目の
当期変動額 (純額)

当期変動額合計

当期変動額合計

株主資本以外の項目の
当期変動額 (純額)

少数株主持分 純資産合計

当期変動額
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　　当　　期　（19.４.１ ～ 20.３.31） 　　（単位 ： 百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日　残高 12,484 19,600 31,895 △ 2,071 61,909

剰余金の配当 △ 1,926 △ 1,926

当期純利益 13,910 13,910

自己株式の取得 △ 6,325 △ 6,325

－ － 11,983 △ 6,325 5,657

平成20年３月31日　残高 12,484 19,600 43,879 △ 8,397 67,567

　　（単位 ： 百万円）

評価・換算差額等

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日　残高 6,010 14 △ 0 6,023 3,095 71,028

剰余金の配当 △ 1,926

当期純利益 13,910

自己株式の取得 △ 6,325

△ 3,540 8 △ 55 △ 3,586 △ 3,095 △ 6,682

△ 3,540 8 △ 55 △ 3,586 △ 3,095 △ 1,024

平成20年３月31日　残高 2,469 23 △ 56 2,436 － 70,003

少数株主持分 純資産合計

当期変動額

当期変動額

株主資本以外の項目の
当期変動額 (純額)

当期変動額合計

当期変動額合計

株主資本以外の項目の
当期変動額 (純額)
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書
　　（単位 ： 百万円）

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 19,749 20,519
減 価 償 却 費 2,085 2,170
貸 倒 引 当 金 の 増 加 額 16 305
製 品 保 証 引 当 金 の 増 加 額 24 8
退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 1,151 △ 263
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 の 増 加 額 － 207
投 資 有 価 証 券 売 却 益 △ 22 △ 3,130
関 係 会 社 株 式 売 却 益 △ 516 △ 2,850
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 227 △ 347
支 払 利 息 513 333
手 形 売 却 損 122 133
有 形 固 定 資 産 売 却 損 益 及 び 除 却 損 192 279
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 － △ 40
売 上 債 権 の 増 減 額 △ 9,185 1,248
た な 卸 資 産 の 増 加 額 △ 4,739 △ 1,403
仕 入 債 務 の 増 減 額 8,487 △ 2,161
前 受 金 の 増 減 額 1,299 △ 1,472
未 払 費 用 の 増 減 額 1,222 △ 100
預 り 金 の 増 減 額 56 △ 118
長 期 未 払 金 の 増 加 額 － 2,009
そ の 他 △ 443 605

小　　　　　　　　　　　　計 19,788 15,933
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 227 347
利 息 の 支 払 額 △ 529 △ 332
手 形 売 却 損 △ 122 △ 133
法 人 税 等 の 支 払 額 △ 8,743 △ 8,369

　営業活動によるキャッシュ・フロー 10,621 7,445

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー
投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 96 △ 99
投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 46 3,396
関 係 会 社 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 － △ 767
関 係 会 社 株 式 の 売 却 に よ る 収 入 802 5,001
有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 5,173 △ 2,991
有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 47 44
短 期 貸 付 金 の 純 増 減 額 0 △ 0
長 期 貸 付 に よ る 支 出 △ 22 △ 3
長 期 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 61 41
そ の 他 △ 742 △ 155

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 5,076 4,465

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー
短 期 借 入 金 純 増 減 額 △ 3,602 △ 1,206
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 1,628 △ 1,100
自 己 株 式 取 得 に よ る 支 出 △ 1,474 △ 6,325
配 当 金 の 支 払 額 △ 2,305 △ 1,926
少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △ 73 －

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 9,084 △ 10,558

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 157 △ 55

Ⅴ．現金及び現金同等物の増減額 △ 3,381 1,296

Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高 39,409 36,027
Ⅶ．連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 － △ 2,740
Ⅷ．現金及び現金同等物の期末残高 36,027 34,583

科　　　　　　　　　　　　目
前         期

(18.4.１～19.3.31)

当　　  　 期
(19.4.１～20.3.31)

－ １４ －



東芝機械（株） （6104） 平成20年3月期決算短信

（５）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

（１） 連結子会社数 12社

［主要な連結子会社名］

東芝機械マシナリー㈱、東芝機械成形機エンジニアリング㈱、東栄電機㈱、㈱不二精機製造所、

TOSHIBA MACHINE COMPANY,AMERICA、TOSHIBA MACHINE SOUTH EAST ASIA PTE.LTD.、

TOSHIBA MACHINE (SHANGHAI) CO.,LTD.

前連結会計年度において連結子会社でありました株式会社ニューフレアテクノロジーは株式上

場に際し、当社が保有する株式を売却したことにより当連結会計年度から持分法適用関連会社

となったため連結の範囲から除外しております。

（２） 非連結子会社数 6社

［主要な非連結子会社名］

TOSHIBA MACHINE (THAILAND) CO.,LTD.、TOSHIBA MACHINE TAIWAN CO.,LTD.、

TOSHIBA MACHINE (EUROPE) G.m.b.H.

非連結子会社（6社）の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等はいずれも小規模であり、全体としても連結財務諸表に重要な影響を及ぼしておりませんので、

連結の範囲から除いております。

２．持分法の適用に関する事項

（１） 持分法適用関連会社 1社　　　㈱ニューフレアテクノロジー

（２） 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社

非連結子会社数 6社

関連会社数 2社

［主要な非連結子会社・関連会社名］

TOSHIBA MACHINE (THAILAND) CO.,LTD.、TOSHIBA MACHINE TAIWAN CO.,LTD.、

TOSHIBA MACHINE (EUROPE) G.m.b.H.

非連結子会社（6社）及び関連会社（2社）の当期純利益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等はいずれも小規模であり、全体としても連結財務諸表に重要な影響を及ぼしておりませんので、持分

法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうちTOSHIBA MACHINE COMPANY,AMERICA 、TOSHIBA MACHINE SOUTH EAST ASIA PTE.LTD.、

TOSHIBA MACHINE HONG KONG LTD.、SHANGHAI TOSHIBA MACHINE CO.,LTD.、

TOSHIBA MACHINE (SHANGHAI) CO.,LTD.の決算日は12月31日であります。したがって連結財務諸表の作

成にあたっては、同決算日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行なっております。

４．会計処理基準に関する事項

（１） 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

　　　　　　　　期末日の市場価格等に基づく時価法

          （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　　　　　　　　移動平均法による原価法

② たな卸資産

 　　商品・製品・仕掛品

 　　原 　 　材  　　料

そ の 他 有 価 証 券

個 別 法 に よ る 原 価 法

主として移動平均法による原価法

時 価 の あ る も の

時 価 の な い も の
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（２） 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

建             物         当社及び(株)不二精機製造所は定額法を採用しております。

                                          他の国内連結子会社については、平成10年４月１日以降に取得した

                                          建物は定額法、それ以外の建物は定率法によっております。

建   物   以   外         定率法を採用しております。

　 　　 （会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い、当期より、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、

改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

これにより営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が63百万円減少しております。

　 　　 （追加情報）

法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産については、改正前

の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の

翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上しております。

これにより営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が283百万円減少しております。

② 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（5年）による定額法を採用

しております。

（３） 重要な引当金の計上基準

　① 貸倒引当金

貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生債権

等については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　② 製品保証引当金

東芝機械マシナリー(株)は、製品納入後の保証期間内に発生する補修費用の支出に充てるため、

売上高を基準として、過去の実績率により算定した額を計上しております。

　③ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。

なお、会計基準変更時差異については、15年による按分額を費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から処理しております。

　 　　 （追加情報）

当社及び一部の国内連結子会社は、平成19年７月１日から退職給付制度を改定し、従来の退職

一時金制度と適格退職年金制度について、退職一時金制度、確定給付企業年金制度及び確定拠

出企業型年金制度（前払い退職金制度との選択制）へと移行しました。

本移行に伴い、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１

号）を適用し、終了損益及び過去勤務債務の一括償却により、3,707百万円を特別損失として

計上しております。
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　④ 役員退職慰労引当金

当社及び国内連結子会社は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。

　 　　 （会計方針の変更）

役員退職慰労金は、従来、支出時の費用としておりましたが、「租税特別措置法上の準備金

及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取り扱い」

（日本公認会計士協会　平成19年４月13日　監査・保証実務委員会同委員会報告第42号）の公

表に伴い、当期から内規に基づく期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に

変更しております。

この変更に伴い、当期発生額75百万円を販売費及び一般管理費に、過年度相当額163百万円

を特別損失に計上しております。また、当期支給額37百万円を役員退職慰労引当金より取

崩しております。

この結果、従来の方法に比べ、営業利益及び経常利益は37百万円、税金等調整前当期純利益

が201百万円減少しております。

（４） 重要なリース取引の処理方法

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（５） 重要なヘッジ会計の方法

　① ヘッジ会計の方法

 主として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については、振当処理の要件を満たして

 いる場合は振当処理を採用しております。

　② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約 外貨建債権債務及び外貨建予定取引

通貨オプション 外貨建予定取引

金利スワップ 借入金

　③ ヘッジ方針

 外貨建取引に係る為替レ－ト変動によるリスクを回避する目的で、外貨建の輸出入実績等を勘案し、外

 貨入金及び外貨支払予定額の範囲内で為替予約取引、通貨オプション取引を行なっております。また、

 借入金金利の変動によるリスクを回避する目的で、借入金の範囲内で、金利スワップ取引を利用して

 おります。

④ ヘッジ有効性評価の方法

 相場変動によるヘッジ手段及びヘッジ対象に係る損益の累計を比較することにより、ヘッジ有効性を評

 価しております。

（６） その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　① 消費税等の会計処理

 税抜方式を採用しております。

　② 連結納税制度の適用

 連結納税制度を適用しております。

－ １７ －



東芝機械（株） （6104） 平成20年3月期決算短信

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。

６．のれん及び負ののれんの償却に関する事項

のれんの償却については５年間で均等償却しておりますが、僅少の場合は発生時に一括償却しております。

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）の範囲は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

８．表示方法の変更

　 　（貸借対照表）

内国法人の発行する譲渡性預金は、従来、「現金及び預金」に含めて表示しておりましたが、「金融商品

会計に関する実務指針」（会計制度委員会報告第14号　平成12年１月31日公表　最終改正　平成19年

７月４日）の改正に伴い、「有価証券」に含めて表示しております。

当期末の「有価証券」に含まれる内国法人の発行する譲渡性預金は、17,500百万円であります。

なお、前期末の「現金及び預金」に含まれる内国法人の発行する譲渡性預金は、15,500百万円であります。
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（６）連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

前       期 当　　 　期

１． 54,291 百万円 52,227 百万円

（有形固定資産の減価償却累計額には、減損損失累計額32百万円を含んでおります。）

２．

3,904 3,618

３． 1,135 949

４． 272 200

５． 満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理しております。したがって、前連結会計年度の末日は金融機関

が休日のため、次の満期手形が期末残高に含まれております。

受 取 手 形 1,907 －

支 払 手 形 1,337 －

（連結株主資本等変動計算書関係）

前　　期 （18.４．1 ～ 19.３.31）

　１. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）　増加・減少数の内訳は、次のとおりです。

　　　　　自己株式の買取による増加 1,330,000 株

　　　　　単元未満株式の買取による増加 14,663 株

　　　　　子会社株式との株式交換による減少 237,697 株

　２. 配当金に関する事項 

　　（１） 配当金支払額

　　（２） 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

受 取 手 形 割 引 高

有 形 固 定 資 産 の減 価償 却累 計額

担 保 に 供 し て い る 資 産

有 形 固 定 資 産

保 証 債 務

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月28日

定時株主総会
普通株式 1,321 8.00 平成18年３月31日 平成18年６月29日

平成18年10月31日

取締役会
普通株式 984 6.00 平成18年９月30日 平成18年12月８日

株式の種類 前　期　末 増　　　加 減　　　少 当　期　末

 発行済株式数

　　普通株式 166,885,530 － － 166,885,530

合計 166,885,530 － － 166,885,530

 自己株式

　　普通株式　（注） 1,717,748 1,344,663 237,697 2,824,714

合計 1,717,748 1,344,663 237,697 2,824,714

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）
配当の原資

１株当たり

配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年４月27日

取締役会
普通株式 984 利益剰余金 6.00 平成19年３月31日 平成19年６月８日

－ １９ －
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当　　期 （19.４．1 ～ 20.３.31）

　１. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）　増加・減少数の内訳は、次のとおりです。

　　　　　自己株式の買取による増加 7,000,000 株

　　　　　単元未満株式の買取による増加 11,292 株

　２. 配当金に関する事項 

　　（１） 配当金支払額

　　（２） 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（連結キャッシュ・フロ－計算書関係）

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

前       期 当　　 　期

現金及び預金勘定 36,027 百万円 17,083 百万円

有 　価 　証 　券 ―　　 17,500

現金及び現金同等物 36,027 34,583

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり
配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成19年４月27日
取締役会

普通株式 984 6.00 平成19年３月31日 平成19年６月８日

平成19年10月30日

取締役会
普通株式 942 6.00 平成19年９月30日 平成19年12月４日

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）
配当の原資

１株当たり

配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年４月30日

取締役会
普通株式 1,413 利益剰余金 9.00 平成20年３月31日 平成20年６月９日

株式の種類 前　期　末 増　　　加 減　　　少 当　期　末

 発行済株式数

　　普通株式 166,885,530 ―　　 ―　　 166,885,530

合計 166,885,530 ―　　 ―　　 166,885,530

 自己株式

　　普通株式　（注） 2,824,714 7,011,292 ―　　 9,836,006

合計 2,824,714 7,011,292 ―　　 9,836,006

－ ２０ －
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（退 職 給 付 関 係）

 １．採用している退職給付制度の概要

当社及び一部の国内連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設

けておりましたが、平成19年７月に退職一時金制度、確定給付企業年金制度及び確定拠出企業型年金制度

（前払い退職金制度との選択制）へ移行しております。

また、一部の国内連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職

一時金制度を設けております。

 ２．退職給付債務に関する事項

   （単位：百万円）

前    期 当    期

(19.3.31現在) (20.3.31現在)

イ． 退職給付債務 △ 18,984 △ 14,688

ロ． 年金資産 815 1,167

ハ． 未積立退職給付債務（イ＋ロ） △ 18,168 △ 13,520

ニ． 会計基準変更時差異の未処理額 6,374 3,345

ホ． 未認識数理計算上の差異 1,524 865

ヘ． 未認識過去勤務債務 － －

ト． 連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） △ 10,268 △ 9,309

チ． 前払年金費用 － －

リ． 退職給付引当金（ト－チ） △ 10,268 △ 9,309

（注）１．一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

　　　２．退職金制度変更による影響額は次のとおりであります。

退職給付債務の減少額 5,822

未認識数理計算上の差異の一括償却額 △ 483

会計基準変更時差異の一括償却額 △ 2,137

過去勤務債務処理額 △ 2,805

退職給付引当金の減少額 396

また、確定拠出企業型年金制度への資産移換額は4,007百万円であり、４年間で移換する予定であります。

なお、当期末時点の未移換額2,869百万円は、未払金（流動負債の「その他の流動負債」）及び長期未払

金に計上しております。

－ ２１ －
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 ３．退職給付費用に関する事項

   （単位：百万円）

前    期 当    期

(18.4.１～19.3.31) (19.4.１～20.3.31)

イ． 勤務費用 1,109 849

ロ． 利息費用 315 269

ハ． 期待運用収益 △ 18 △ 17

ニ． 会計基準変更時差異の費用処理額 818 571

ホ． 数理計算上の差異の費用処理額 285 202

ヘ． 過去勤務債務の費用処理額 － －

ト． 退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） 2,510 1,875

チ． その他 － 118

計（ト＋チ） 2,510 1,993

（注）１．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、｢イ．勤務費用｣に計上しております。

　　　２．｢チ．その他｣は、確定拠出企業型年金制度への掛金支払額であります。

　　　３．上記以外に、退職金制度を変更したことによる費用処理額を特別損失として計上しております。

 ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

前    期 当    期

(19.3.31現在) (20.3.31現在)

イ． 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準

ロ． 割引率 2.0% 2.0%

（ 期首時点において適用した割引率 ） ( 2.0% ) ( 2.0% )

ハ． 期待運用収益率 2.5% 2.5%

ニ． 数理計算上の差異の処理年数 10年 10年

ホ． 会計基準変更時差異の処理年数 15年 15年

－ ２２ －
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 （セ グ メ ン ト 情 報）

（１） 事業の種類別セグメント情報

　　　前    期（18．4．1～19．3．31）

　　（単位 ： 百万円）

売　　　上　　　高

金　　　額 構成比率

成 形 機 86,053 50.8
%

10,424 76,041 1,076 1,033

工 作 機 械 31,821 18.8 4,434 31,930 239 345

半 導 体 装 置 25,262 14.9 2,632 32,488 316 1,714

そ の 他 26,260 15.5 2,772 38,137 453 1,098

計 169,397 100.0 20,264 178,597 2,085 4,192

消 去 又 は 全 社 ( 5,012 ) － 242 9,448 － －

連 結 164,385 － 20,506 188,046 2,085 4,192

　　　当　  期（19．4．1～20．3．31）

　　（単位 ： 百万円）

売　　　上　　　高

金　　　額 構成比率

成 形 機 88,205 57.4
%

10,427 74,358 1,278 1,605

工 作 機 械 37,764 24.6 6,262 30,904 326 280

そ の 他 27,646 18.0 2,246 40,973 565 1,212

計 153,616 100.0 18,937 146,236 2,170 3,098

消 去 又 は 全 社 ( 4,837 ) － 33 11,761 － －

連 結 148,779 － 18,971 157,998 2,170 3,098

（注）事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称

　　　　１．事業区分は、製品の種類・性質等の類似性に基づき区分しております。

　　　　２．各事業区分の主な製品

射出成形機、ダイカストマシン、押出成形機など

大型機、門形機、横中ぐり盤、立旋盤、精密加工機など

油圧機器、電子制御装置など

　　　　３．事業区分の変更

　　　　　従来、事業の種類別セグメントを 「成形機」 「工作機械」 「半導体装置」 「その他」 の４区分としておりましたが、株式会社

　　　　　ニューフレアテクノロジーの持分法適用関連会社への変更に伴い、「半導体装置」 の重要性が低下したため、当期より、

　　　　　 「その他」 に含めて表示しております。

       ４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前期 19,790百万円、当期 19,598百万円であり、その主

           なものは、当社での余資運用資金（現金及び有価証券）等であります。

　　　 ５．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「会計処理基準に関する事項（会計方針の変更）及び（追加情

　　　　  報）」に記載のとおり、有形固定資産の減価償却の方法について変更しております。これにより、従来と同様の方法によっ

　　　    た場合と比較して、「成形機」52百万円、「工作機械」41百万円、「その他」252百万円営業費用が増加し、営業利益が同

　　　　  額減少しております。

成 　　形　 　機

工　作　 機　械

そ　　 の　　 他

営 業 利 益 資　　産 減価償却費 資本的支出

営 業 利 益 資　　産 減価償却費 資本的支出

－ ２３ －
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（２） 所在地別セグメント情報

　　　前    期（18．4．１～19．3．31）

　　（単位 ： 百万円）

売　　　上　　　高

金　　　額 構成比率

日 本 158,375 87.8
%

19,139 161,934

北 米 9,801 5.4 381 5,312

ア ジ ア 12,182 6.8 1,080 8,285

計 180,360 100.0 20,601 175,533

消 去 又 は 全 社 ( 15,974 ) － ( 94 ) 12,513

連 結 164,385 － 20,506 188,046

　　　当　  期（19．4．1～20．3．31）

　　（単位 ： 百万円）

売　　　上　　　高

金　　　額 構成比率

日 本 143,384 85.0
%

17,581 131,267

北 米 10,405 6.2 501 7,124

ア ジ ア 14,794 8.8 1,207 9,304

計 168,585 100.0 19,290 147,696

消 去 又 は 全 社 ( 19,805 ) － ( 319 ) 10,301

連 結 148,779 － 18,971 157,998

（注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。

　　　２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　　　　　① 北　 　　 米　･･･　米国

　　　　　② ア　 ジ　 ア　･･･　中国、シンガポ－ル、香港

      ３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、 前期 19,790百万円、当期 19,598百万円であり、

          その主なものは、当社での余資運用資金（現金及び有価証券）等であります。

 　　 ４．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「会計処理基準に関する事項（会計方針の変更）及び（追加

 　　　   情報）」に記載のとおり、有形固定資産の減価償却の方法について変更しております。これにより、従来と同様の方法

 　　　   によった場合と比較して、「日本」の営業費用が347百万円増加し、営業利益が同額減少しております。

営 業 利 益 資　　産

営 業 利 益 資　　産

－ ２４ －
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（３） 海外売上高

　　　前    期（18．4．1～19．3．31）

　　（単位 ： 百万円）

海 外 売 上 高 の 連 結

売上高に占める割合

北 米 18,818 11.4
%

ア ジ ア 50,170 30.5

そ の 他 の 地 域 5,371 3.3

計 74,360 164,385 45.2

　　　当　  期（19．4．１～20．3．31）

　　（単位 ： 百万円）

海 外 売 上 高 の 連 結

売上高に占める割合

北 米 16,421 11.0
%

ア ジ ア 43,888 29.5

そ の 他 の 地 域 6,845 4.6

計 67,155 148,779 45.1

（注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。

　　　２．各区分に属する主な国又は地域

　　　　　① 北　 　　 米　　･･･　　米国、メキシコ、カナダ

　　　　　② ア　 ジ　 ア　　･･･　　中国、韓国、台湾、タイ、ベトナム、マレーシア、インド

　　　　　③ その他の地域　･･･　イギリス、ドイツ、ブラジル

海　外　売　上　高 連　結　売　上　高

海　外　売　上　高 連　結　売　上　高

－ ２５ －
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（有　価　証　券）

　前        期 (19.3.31現在)
　 １．その他有価証券で時価のあるもの

（単位 ： 百万円）

取  得  原  価 連結貸借対照表計上額 差　  　  　額

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

 (1)  株    　        式 1,794 11,707 9,912
 (2)  債    　　      券

       国 債 ・ 地 方 債 等 － － －
       社                債 － － －
       そ       の       他 － － －

 (3)  そ  　  の   　 他 － － －
小　      　  　計 1,794 11,707 9,912

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

 (1)  株    　        式 21 16 △ 5
 (2)  債    　　      券

       国 債 ・ 地 方 債 等 － － －
       社                債 － － －
       そ       の       他 － － －

 (3)  そ  　  の   　 他 － － －
小　      　  　計 21 16 △ 5
合      　　  　計 1,815 11,723 9,907

　 ２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

        そ の 他 有 価 証 券 前 期

非 上 場 株 式 192 百万円

　当        期 (20.3.31現在)
　 １．その他有価証券で時価のあるもの

（単位 ： 百万円）

取  得  原  価 連結貸借対照表計上額 差　  　  　額

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

 (1)  株    　        式 1,618 5,664 4,045
 (2)  債    　　      券

       国 債 ・ 地 方 債 等 － － －
       社                債 － － －
       そ       の       他 － － －

 (3)  そ  　  の   　 他 － － －
小　      　  　計 1,618 5,664 4,045

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

 (1)  株    　        式 31 18 △ 12
 (2)  債    　　      券

       国 債 ・ 地 方 債 等 － － －
       社                債 － － －
       そ       の       他 － － －

 (3)  そ  　  の   　 他 － － －
小　      　  　計 31 18 △ 12
合      　　  　計 1,649 5,683 4,033

 　２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

        そ の 他 有 価 証 券 当 期

非 上 場 株 式 192 百万円

区                     分

区                     分

－ ２６ －
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（１株当たり情報）

（開示の省略）
　　 リース取引、関連当事者との取引、税効果会計、デリバティブ取引に関する注記事項については、決算短信に
　   おける開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。

１株当たり純資産額 414円 7銭 １株当たり純資産額 445円74銭

１株当たり当期純利益 65円80銭 １株当たり当期純利益 86円79銭

　　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、 　　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、

 潜在株式が存在しないため記載しておりません。  潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前　　　期

(18.4.１～19.3.31)

当　　　期

(19.4.１～20.3.31)

　当期純利益 （百万円） 10,828 13,910

　普通株主に帰属しない金額 （百万円） - -

　普通株式に係る当期純利益 （百万円） 10,828 13,910

　期中平均株式数 （千株） 164,561 160,285

当　　期前　　期

(19.4.１～20.3.31)(18.4.１～19.3.31)

－ ２７ －
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５．部門別売上高・受注高及び受注残高

　　　（下記3表はセグメント間取引を含んでおりません。）

（１）売上の状況
（単位 ： 百万円）

% %

（２）受注の状況
（単位 ： 百万円）

% %

（３）受注残高の状況
（単位 ： 百万円）

% %

(18.4.１～19.3.31) (19.4.１～20.3.31)

金　　　　額 構成比率 金　　　　額 構成比率

当　  　 期 

(19.4.１～20.3.31)

金　　　　額 構成比率

25,247

前       期 

金　　　　額

前       期 

(18.4.１～19.3.31)

構成比率

21,710

164,385 100.0

15.4

工 作 機 械

成 形 機

31,438 19.1

52.385,989

45,414

当　  　 期 

37,470 25.2

23,156

工 作 機 械

工 作 機 械

79,025

34,089

前    期 (19.3.31現在) 当    期 (20.3.31現在)

4,648

40,287

金　　　　額 構成比率

59.2

15.6

100.0

50.3

－ －

86,059

148,779

88,152

13.2

100.0

29.2

55.3

15.5

100.0

51.0

43.1

構成比率

185,146

12.2

100.0

5.9

金　　　　額

155,631

24,157

－ －

22,464

84,202 100.0

34,928 41.5

12,087

39.633,336

29,883 16.1 － －

39,687 21.4

93,111

合　　　　　　　　　　計

そ の 他

合　　　　　　　　　　計

半 導 体 装 置

14.4

3,850 4.5

部　　　　　　　　　　　門

部　　　　　　　　　　　門

部　　　　　　　　　　　門

半 導 体 装 置

そ の 他

成 形 機

そ の 他

成 形 機

合　　　　　　　　　　計

半 導 体 装 置

－ ２８ －
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６．個 別 財 務 諸 表 等

（１）貸 借 対 照 表
（単位 ： 百万円） 

前　　　期 当　　　期 前　　　期 当　　　期

(19.３.31現在) (20.３.31現在) (19.３.31現在) (20.３.31現在)

（　資　産　の　部　） （　負　債　の　部　）

 92,247  93,411  1,164  56,868  63,241  6,373

 24,656  8,819 △ 15,837  6,042  5,096 △ 946

 8,464  9,337  873  28,233  27,602 △ 631

 31,463  28,695 △ 2,768  11,190  18,740  7,550

－  17,500 17,500  484  1,138  654

 1,333  1,162 △ 171  3,834  4,935  1,101

 13,977  14,997  1,020  4,146  3,947 △ 199

 129  161  32  2,769  1,631 △ 1,138

 3,835  3,235 △ 600  166  149 △ 17

 6,588  7,242  654  

 1,269  1,593  324  18,612  8,121 △ 10,491

 750  754  4 －  1,643 1,643

△ 220 △ 87  133  8,650  － △ 8,650

  3,195  － △ 3,195

 41,121  35,878 △ 5,243  6,766  6,343 △ 423

 18,065  18,273  208 －  134 134

 7,647  8,430  783  75,481  71,362 △ 4,119

 3,513  3,337 △ 176

 32  29 △ 3 （　純　資　産　の　部　）  

 456  301 △ 155  51,874  55,440  3,566

 5,689  5,689  －  12,484  12,484  －

 723  484 △ 239  19,600  19,600  －

 296  259 △ 37  11,538  11,538  －

 296  259 △ 37  8,062  8,062  －

 22,759  17,344 △ 5,415  21,860  31,752  9,892

 11,874  5,842 △ 6,032  21,860  31,752  9,892

 9,075  8,573 △ 502  313  297 △ 16

 1,295  1,295  －  21,546  31,454  9,908

 242  204 △ 38 △ 2,071 △ 8,397 △ 6,326

－  1,173 1,173  6,013  2,486 △ 3,527

 272  308  36  5,999  2,463 △ 3,536

△ 2 △ 53 △ 51  14  23  9

 57,887  57,926  39

 133,368  129,289 △ 4,079  133,368  129,289 △ 4,079

対前期増減

有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

利 益 剰 余 金

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金

自 己 株 式

長 期 借 入 金

役員退職慰労引当金

資 本 準 備 金

その他資本剰余金

資 本 剰 余 金

資 本 金

株 主 資 本

負 債 合 計

対前期増減

長 期 未 払 金

科 目

支 払 手 形

未 払 金

その他の流動負債

買 掛 金

短 期 借 入 金

未払法人税等

受 取 手 形

売 掛 金

製 品

未 払 費 用

前 受 金

退職給付引当金

繰延税金負債

仕 掛 品

原 材 料

短 期 貸 付 金

貸 倒 引 当 金

機 械 及 び 装 置

車両及び運搬具

その他の流動資産

工具、器具及び備品

建物及び構築物

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

その他の無形固定資産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関係会社出資金

資 産 合 計

純 資 産 合 計

繰越利益剰余金

長 期 貸 付 金

そ の 他 の 投 資 その他有価証券評価差額金

繰延ヘッジ損益

負債・純資産合計

評価・換算差額等

貸 倒 引 当 金

科 目

固 定 負 債

流 動 資 産 流 動 負 債

繰 延 税 金 資 産

現 金 及 び 預 金

未 収 入 金

－ ２９ －
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（２）損 益 計 算 書
（単位 ： 百万円） 

前　　　　　　　期 当　　　　　　　期

(18.４.１～19.３.31) (19.４.１～20.３.31)

％ ％ ％

99,909 101,083  1,174 1.2

76,161 ( 76.2 ) 78,318 ( 77.5 )  2,157 2.8

売 上 総 利 益 23,747 22,764 △ 983 △ 4.1

13,882 14,156  274 2.0

営 業 利 益 9,865 ( 9.9 ) 8,608 ( 8.5 ) △ 1,257 △ 12.7

 

2,514 3,818  1,304

816 790 △ 26

3,331 4,609  1,278 38.4

 

279 306  27

113 122  9

848 851  3

1,242 1,280  38 3.1

経 常 利 益 11,954 ( 12.0 ) 11,937 ( 11.8 ) △ 17 △ 0.1

 

83 80 △ 3

594 3,731  3,137

9 3,130  3,121

－ 8  8

19 － △ 19

707 6,950  6,243

 

164 277  113

－ 112  112

－ 2,897  2,897

32 － △ 32

197 3,288  3,091

税 引 前 当 期 純 利 益 12,464 ( 12.5 ) 15,600 ( 15.4 )  3,136 25.2

 4,600  6,150  1,550

 129 △ 2,368 △ 2,497

当 期 純 利 益 7,735 ( 7.7 ) 11,818 ( 11.7 )  4,083 52.8

過年度役員退職慰労引当金繰入額

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

退 職 金 制 度 変 更 損 失

特 別 損 失 計

特 別 利 益 計

特 別 損 失

ゴ ル フ 会 員 権 売 却 益

固 定 資 産 処 分 損

投 資 有 価 証 券 売 却 益

関 係 会 社 株 式 売 却 益

そ の 他 の 営 業 外 費 用

営 業 外 費 用 計

特 別 利 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

営 業 外 収 益 計

営 業 外 費 用

支 払 利 息

手 形 売 却 損

固 定 資 産 売 却 益

減 損 損 失

科　　　　　　　　　目 対　前　期　増　減

売 上 高

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ の 他 の 営 業 外 収 益

－ ３０ －
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（３）株主資本等変動計算書

前　　期（18.４.1～19.３.31） （単位：百万円）

株　主 その他有 繰　延 評価・

純資産

資　本 その他 資　本 利　益

資　本 剰余金 固定資産 固　定 剰余金 合　計 価差額金 損　益 等 合 計 合　計

準備金 剰余金 合　計 圧　縮 資　産 繰越利益 合　計

特別勘定 圧　縮 剰 余 金

積立金 積立金

12,484 11,538 8,000 19,538 － － 16,472 16,472 △ 693 47,802 5,734 － 5,734 53,536

固 定 資 産 圧 縮 特 別
勘 定 積 立 金 の 積 立 （ 注 ） ２

331 △ 331 － － －

固 定 資 産 圧 縮 特 別
勘 定 積 立 金 の 振 替

△ 331 331 － － －

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩

△ 17 17 － － －

剰 余 金 の 配 当 （ 注 ） １ △ 2,305 △ 2,305 △ 2,305 △ 2,305

役 員 賞 与 の 支 給 （ 注 ） ２ △ 41 △ 41 △ 41 △ 41

当 期 純 利 益 7,735 7,735 7,735 7,735

自 己 株 式 の 取 得 △ 1,474 △ 1,474 △ 1,474

自 己 株 式 の 処 分 62 62 95 158 158

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ）

264 14 278 278

－ － 62 62 － 313 5,074 5,387 △ 1,378 4,072 264 14 278 4,350

12,484 11,538 8,062 19,600 － 313 21,546 21,860 △ 2,071 51,874 5,999 14 6,013 57,887

（注）１．平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目及び平成18年10月開催の取締役会決議における剰余金の配当であります。

（注）２．平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

当　　期（19.４.1～20.３.31） （単位：百万円）

株　主 その他有 繰　延 評価・

純資産

資　本 その他 資　本 利　益

資　本 剰余金 固　定 剰余金 合　計 価差額金 損　益 等 合 計 合　計

準備金 剰余金 合　計 資　産 繰越利益 合　計

圧　縮 剰 余 金

積立金

12,484 11,538 8,062 19,600 313 21,546 21,860 △ 2,071 51,874 5,999 14 6,013 57,887

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩

△ 16 16 － － －

剰 余 金 の 配 当 △ 1,926 △ 1,926 △ 1,926 △ 1,926

当 期 純 利 益 11,818 11,818 11,818 11,818

自 己 株 式 の 取 得 △ 6,325 △ 6,325 △ 6,325

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ）

△ 3,535 8 △ 3,526 △ 3,526

－ － － － △ 16 9,908 9,891 △ 6,325 3,565 △ 3,535 8 △ 3,526 39

12,484 11,538 8,062 19,600 297 31,454 31,752 △ 8,397 55,440 2,463 23 2,486 57,926

資　本 価証券評 ヘッジ

平 成 19 年 ３ 月 31 日 残 高

当 期 変 動 額 合 計

平 成 18 年 ３ 月 31 日 残 高

当 期 変 動 額

株主資本 評価・換算差額等

資　本 価証券評

自己株式

ヘッジ

利益剰余金

資本剰余金 利益剰余金

換算差額

株主資本

その他利益剰余金

評価・換算差額等

資本金

資本金 自己株式

その他利益剰余金

換算差額

資本剰余金

平 成 20 年 ３ 月 31 日 残 高

平 成 19 年 ３ 月 31 日 残 高

当 期 変 動 額 合 計

当 期 変 動 額

－ ３１ －
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（４）財務諸表作成の基本となる事項

　１．資産の評価基準及び評価方法
    （１）有価証券

移動平均法による原価法

期末日の市場価格等に基づく時価法
                           　　　　　　　　　　　　　　　　(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

移動平均法による原価法

    （２）たな卸資産
         　 製   品  ・  仕 掛 品 個　別　法による原価法
　　　　    原　      材　      料 移動平均法による原価法

　２．固定資産の減価償却の方法
   （１）有形固定資産
　　　   　 建　　　　　　　　物 定額法を採用しております。
　　　   　 建　　物　　以　　外 定率法を採用しております。

    （会計方針の変更）
　    　　法人税法の改正に伴い、当期より平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、
　    　　改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。
　    　　これにより営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が41百万円減少しております。

    （追加情報）
　    　　法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産については、改正前
　    　　の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した事業年度の翌事
　    　　業年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価
　　　　　償却費に含めて計上しております。
　    　　これにより営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が256百万円減少しております。

    （２）無形固定資産
          定額法を採用しております。
          ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（5年）による
          定額法を採用しております。

　３．引当金の計上基準
    （１）貸倒引当金
          貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破
          産更生債権等については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
    （２）退職給付引当金
          従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に
          基づき計上しております。
          なお、会計基準変更時差異については、15年による按分額を費用処理しております。
          数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
　　　 　 数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から処理しております。

    （追加情報）
          当社は、平成19年７月１日から退職給付制度を改定し、従来の退職一時金制度と適格退職年
          金制度について、退職一時金制度、確定給付企業年金制度及び確定拠出企業型年金制度（前
          払い退職金制度との選択制）へと移行しました。
          本移行に伴い、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１
　　　 　 号）を適用し、終了損益及び過去勤務債務の一括償却により、2,897百万円を特別損失とし
　　　　　て計上しております。

子会社株式及び関連会社株式

そ の 他 有 価 証 券
時 価 の あ る も の

時 価 の な い も の

－ ３２ －
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    （３）役員退職慰労引当金
          役員の退職慰労金の支給に備えるため、当社の内規に基づく期末要支給額を計上しております。
    （会計方針の変更）
　    　　役員退職慰労金は、従来、支出時の費用としておりましたが、「租税特別措置法上の準備金
　    　　及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の取扱い」
　　　　　（日本公認会計士協会　平成19年４月13日　監査・保証実務委員会同委員会報告第42号）の公
　    　　表に伴い、当期から内規に基づく期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に
　    　　変更しております。
　    　　この変更に伴い、当期発生額43百万円を販売費及び一般管理費に、過年度相当額112百万円
　　　　　を特別損失に計上しております。また、当期支給額22百万円を役員退職慰労引当金より取崩
　　　　　しております。
　　　　　この結果、従来の方法に比べ、営業利益及び経常利益は21百万円、税引前当期純利益が134
　　　　　百万円減少しております。

　４．リース取引の処理方法
　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ
　　　いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　５．ヘッジ会計の方法
      主として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については振当処理の要件を満
      たしている場合は振当処理を採用しております。

　６．その他財務諸表作成のための重要な事項
    （１）消費税等の会計処理
　　　税抜方式を採用しております。
    （２）連結納税制度の適用
　　　連結納税制度を適用しております。

　７．表示方法の変更
    　（貸借対照表）
　　   　 内国法人の発行する譲渡性預金は、従来、「現金及び預金」に含めて表示しておりましたが、
　　   　 「金融商品会計に関する実務指針」（会計制度委員会報告第14号　平成12年１月31日公表　
　　   　 最終改正　平成19年７月４日）の改正に伴い、「有価証券」に含めて表示しております。
　　   　 当期末の「有価証券」に含まれる内国法人の発行する譲渡性預金は、17,500百万円であり
　　   　 ます。
　　   　 なお、前期末の「現金及び預金」に含まれる内国法人の発行する譲渡性預金は、15,500百万
　　   　 円であります。

－ ３３ －
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（５）注　記　事　項 

　　（貸借対照表関係）

  １． 45,430 百万円 44,636 百万円

　　　　　　（有形固定資産の減価償却累計額には、減損損失累計額32百万円を含んでおります。）

  ２．

3,904 3,618

  ３． 396 2

  ４． 2,232 1,675

  ５．　　満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理しております。したがって、前事業年度の末日は金融機関

　　　　　が休日のため、次の満期手形が期末残高に含まれております。

受取手形 1,540 －

支払手形 1,004 －

　　（株主資本等変動計算書関係）

　　前　期 （平成18年４月１日～平成19年３月31日）

　　自己株式に関する事項

　　（変動事由の概要）

　　増加・減少数の内訳は、次の通りです。

　　　　　自己株式の買取による増加 1,330,000 株

　　　　　単元未満株式の買取による増加 14,663 株

　　　　　子会社株式との株式交換による減少 237,697 株

　　当　期 （平成19年４月１日～平成20年３月31日）

　　自己株式に関する事項

　　（変動事由の概要）

　　増加・減少数の内訳は、次の通りです。

　　　　　自己株式の買取による増加 7,000,000 株

　　　　　単元未満株式の買取による増加 11,292 株

　油圧機器事業部門の会社分割
　　当社は、平成20年１月31日開催の取締役会において、当社の油圧機器事業部門を会社分割し、株式会
　　社ハイエストコーポレーション（新設会社）に承継することを決定し、平成20年４月１日をもって会
　　社分割を実施いたしました。

　１．会社分割の目的
　　高成長を続ける建設機械市場の中で、これまで長年培ってきた高度な技術力に磨きをかけ、経営環境
　　や市場動向の変化に迅速に対応できる経営体制を構築することにより、当社グループの油圧機器事業
　　がさらに発展・成長していくことを目的に会社分割を実施いたします。

　２．会社分割の要旨
　①分割する事業部門の内容
　　油圧機器の製造・販売等とそれに付帯関連する事業

  前     期   当　 　期

　　（重要な後発事象）

有 形 固 定 資 産 の 減 価 償 却 累 計 額

担 保 に 供 し て い る 資 産

保 証 債 務

受 取 手 形 割 引 高

有 形 固 定 資 産

株式の種類 前期末 増加 減少 当期末

普通株式（株） 2,824,714 7,011,292 ―　　 9,836,006

株式の種類 前期末 増加 減少 当期末

普通株式（株） 1,717,748 1,344,663 237,697 2,824,714

－ ３４ －
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　②分割する事業部門の平成20年３月期における経営成績

　③分割する事業部門の平成20年３月期における資産、負債の項目および金額

　３．分割当事会社の概要

油圧機器事業部門 (a) 当社 20年３月期実績 (b) 比率(a／b)

売 上 高 10,062 百万円 101,083 百万円 10.0%

（単位：百万円）

項 目 帳 簿 価 額 項 目 帳 簿 価 額

流 動 資 産 6,921 流 動 負 債 6,729

固 定 資 産 807 固 定 負 債 －

合 計 7,729 合 計 6,729

資 産 負 債

(1) 商号

(2) 事業内容

(3) 設立年月日

(4) 本店所在地

(5) 代表者

(6) 資本金

(7) 発行済株式数

(8) 純資産

(9) 総資産

(10) 決算期

(11) 大株主 １．株式会社東芝 20.1%

２．日本ﾏｽﾀｰﾄﾗｽﾄ信託銀行

　　株式会社（信託口） 9.1%

３．日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ信託

　　銀行株式会社（信託口） 4.2%

４．ｻﾞ ﾁｴｰｽ ﾏﾝﾊﾂﾀﾝ ﾊﾞﾝｸ

　　ｴﾇｴｲ ﾛﾝﾄﾞﾝ ｴｽ ｴﾙ 2.2%

　　ｵﾑﾆﾊﾞｽ ｱｶｳﾝﾄ

５．株式会社静岡銀行 1.8%

東芝機械株式会社 100%

20,000株

1,000百万円　（単体）

7,729百万円　（単体）

３月３１日

平成２０年４月１日

取締役社長　生田　正樹

100百万円

神奈川県座間市ひばりが丘四丁目２９番１号

166,885,530株

70,003百万円　（連結）

157,998百万円　（連結）

３月３１日

昭和２４年３月１８日

東京都千代田区内幸町二丁目２番２号

取締役社長　中島　礼二

12,484百万円

東芝機械株式会社

（分割会社）

射出成形機、ダイカストマシン、押出成形
機、精密機器、油圧機器、電子制御装置など
の製造・販売等とそれに付帯関連する事業

株式会社ハイエストコーポレーション

（新設会社）

油圧機器の製造・販売等とそれに付帯関連す
る事業

－ ３５ －
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７．部門別売上高・受注高及び受注残高

①　部門別売上高（カッコ内は輸出） （単位 ： 百万円） 

前　　期 (18.４.１～19.３.31) 当　　期 (19.４.１～20.３.31)

金　　　　額 構成比率 金　　　　額 構成比率

成 形 機 72,927 73.0 73,876 73.1

[ 射出成形機、ダイカストマシン、押出成形機など ］ ( 36,454 ) ( 82.1 ) ( 37,849 ) ( 82.7 )

工 作 機 械 3,704 3.7 3,260 3.2

[ 精密加工機、超高 速加 工機 など ］ ( 1,614 ) ( 3.7 ) ( 1,182 ) ( 2.6 )

そ の 他 23,277 23.3 23,946 23.7

[ 油 圧 機 器 、 制 御 装 置 な ど ］ ( 6,322 ) ( 14.2 ) ( 6,747 ) ( 14.7 )

99,909 100.0 101,083 100.0

( 44,391 ) ( 100.0 ) ( 45,779 ) ( 100.0 )

②　部門別受注高（カッコ内は輸出） （単位 ： 百万円） 

前　　期 (18.４.１～19.３.31) 当　　期 (19.４.１～20.３.31)

金　　　　額 構成比率 金　　　　額 構成比率

成 形 機 76,782 73.3 72,252 71.6

[ 射出成形機、ダイカストマシン、押出成形機など ］ ( 36,731 ) ( 81.9 ) ( 38,500 ) ( 81.7 )

工 作 機 械 4,012 3.8 3,601 3.6

[ 精密加工機、超高 速加 工機 など ］ ( 1,513 ) ( 3.4 ) ( 1,422 ) ( 3.0 )

そ の 他 23,910 22.9 25,097 24.8

[ 油 圧 機 器 、 制 御 装 置 な ど ］ ( 6,597 ) ( 14.7 ) ( 7,197 ) ( 15.3 )

104,705 100.0 100,950 100.0

( 44,841 ) ( 100.0 ) ( 47,120 ) ( 100.0 )

③　部門別受注残高（カッコ内は輸出） （単位 ： 百万円） 

前　　期 (19.３.31現在) 当　　期 (20.３.31現在)

金　　　　額 構成比率 金　　　　額 構成比率

成 形 機 33,636 86.4 33,004 85.1

[ 射出成形機、ダイカストマシン、押出成形機など ］ ( 14,536 ) ( 87.4 ) ( 15,869 ) ( 88.2 )

工 作 機 械 2,431 6.2 1,779 4.6

[ 精密加工機、超高 速加 工機 など ］ ( 1,101 ) ( 6.6 ) ( 670 ) ( 3.7 )

そ の 他 2,861 7.4 4,012 10.3

[ 油 圧 機 器 、 制 御 装 置 な ど ］ ( 1,002 ) ( 6.0 ) ( 1,451 ) ( 8.1 )

38,929 100.0 38,796 100.0

( 16,640 ) ( 100.0 ) ( 17,992 ) ( 100.0 )
合　　　　　　　　　　　計

部　　　　　　　　　　　門

合　　　　　　　　　　　計

部　　　　　　　　　　　門

部　　　　　　　　　　　門

合　　　　　　　　　　　計

% %

%%

%%

－ ３６ －



 

 

 

８．その他 

（１）役 員 の 異 動（平成２０年６月２６日付の予定） 

 

①新任取締役候補 

   取  締  役     鈴 木 孝 尚  （現、当社制御システム事業部長） 

 

②新任監査役候補 

   常 勤 監 査 役      鈴 木 正 博  （現、TOSHIBA MACHINE SOUTH EAST 

ASIA PTE.LTD. 取締役社長）
 

 

   常 勤 監 査 役     広 中   哲  （現、（株）東芝  

 火力・水力事業部長附） 

 

③補欠監査役候補 

    補 欠 監 査 役     中 山 純 史  （現、（株）東芝 地域戦略部長） 

 

 ④退任予定取締役 

   取  締  役     生 田 正 樹  （（株）ハイエストコーポレーション 

取締役社長を継続） 

 

 ⑤退任予定監査役 

    常 勤 監 査 役     釜 洞 文 夫  （当社嘱託に就任予定） 

 

    常 勤 監 査 役      水 戸 正 治 

 

（注）新任監査役候補の広中哲氏と補欠監査役候補の中山純史氏は、社外監査役候補であります。 

 

 

 

 ひろなか   さとし 

 み と まさ じ 

すず き まさひろ 

いく た まさ き 

かまほら ふみ お 

すず き  たかなお 

なかやま じゅんじ 

以 上 

－ ３７ － 
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